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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第1外側電極および第2外側電極、および、該第1外側電極および第2外側電極間に位置さ
れる如く配置された少なくとも一つの中間電極と、
　第1成形型が前記第1外側電極と前記中間電極との間に配設され、第2成形型が前記第2外
側電極と前記中間電極との間に配設される如く配置された少なくとも第1成形型および第2
成形型であって、該第1成形型および第2成形型の各々は、成形可能材料を受容する少なく
とも一つのキャビティを画成し、加熱サイクルの間において加圧されるという少なくとも
第1成形型および第2成形型と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極に取り付けられた金属製の繋止用固定具であっ
て、前記加圧に耐える十分な引張強度を有し当該流動成形装置を閉成位置に固定する金属
製の繋止用固定具と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極が接地され、前記中間電極が電位を担持し、前
記加熱サイクルの間において前記第1成形型および前記第2成形型の各々と交差する交流電
界を確立するように、前記第1外側電極および前記第2外側電極および前記中間電極に対し
て作用的に接続された電磁エネルギ源とを具備する、
　流動成形装置。
【請求項２】
　前記第1成形型および前記第2成形型を装填しもしくは取り外すための開成位置と、前記
電磁エネルギ源の起動のための前記閉成位置との間で移動可能である、請求項１に記載の
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流動成形装置。
【請求項３】
　前記繋止用固定具は、前記第1外側電極に対して固定的に取付けられた第1区画および前
記第2外側電極に対して固定的に取付けられた第2区画を有する、請求項１に記載の流動成
形装置。
【請求項４】
　前記流動成形装置が前記閉成位置へと移動されたときに前記繋止用固定具の前記第1区
画および前記第2区画を相互係合すべく作用可能である少なくとも一つの繋止バーを更に
有する、請求項３に記載の流動成形装置。
【請求項５】
　前記開成位置と前記閉成位置との間における前記流動成形装置の移動を可能とすべく前
記第1外側電極および前記第2外側電極と前記中間電極とに対して接続された鋏状開閉機構
を更に有する、請求項２に記載の流動成形装置。
【請求項６】
　前記成形可能材料は発泡成形材料を有する、請求項１に記載の流動成形装置。
【請求項７】
　前記発泡成形材料は、前記加熱サイクル終了時に成形品を形成するように膨張する、請
求項６に記載の流動成形装置。
【請求項８】
　前記中間電極は少なくとも±3,000ボルトの電位を担持する、請求項１に記載の流動成
形装置。
【請求項９】
　第1外側電極および第2外側電極、および、該第1外側電極および第2外側電極間に位置さ
れる如く配置された少なくとも一つの中間電極と、
　第1成形型が前記第1外側電極と前記中間電極との間に配設され、第2成形型が前記第2外
側電極と前記中間電極との間に配設される如く配置された少なくとも第1成形型および第2
成形型であって、該第1成形型および第2成形型の各々は、成形可能材料を受容する少なく
とも一つのキャビティを画成し、加熱サイクルの間において加圧されるという少なくとも
第1成形型および第2成形型と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極に取り付けられた少なくとも一つの金属製の繋
止用固定具であって、前記加圧に耐える十分な引張強度を有し当該流動成形装置を閉成位
置に固定する少なくとも一つの金属製の繋止用固定具と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極が接地され、前記中間電極が少なくとも±3,00
0ボルトの電位を担持し、前記加熱サイクルの間において前記第1成形型および前記第2成
形型の各々と交差する交流電界を確立するように前記第1外側電極および前記第2外側電極
および前記中間電極に対して作用的に接続されたエネルギ源とを具備する、
　流動成形装置。
【請求項１０】
　前記繋止用固定具は、前記第1外側電極に対して固定的に取付けられた第1区画および前
記第2外側電極に対して固定的に取付けられた第2区画を有する、請求項９に記載の流動成
形装置。
【請求項１１】
　前記流動成形装置が前記閉成位置へと移動されたときに前記繋止用固定具の前記第1区
画および前記第2区画を相互係合すべく作用可能である繋止バーを更に有する、請求項１
０に記載の流動成形装置。
【請求項１２】
　第1外側電極および第2外側電極、および、該第1外側電極および第2外側電極間に位置さ
れる如く配置された少なくとも一つの中間電極を備える流動成形装置であって、第1成形
型が前記第1外側電極と前記中間電極との間に配設され、第2成形型が前記第2外側電極と
前記中間電極との間に配設される如く配置された少なくとも第1成形型および第2成形型を
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更に備える流動成形装置において複数の成形品を作成する方法であって、
　前記第1成形型および前記第2成形型の複数のキャビティ内へと成形可能材料を装填する
段階と、
　加熱サイクルの間における加圧に耐える十分な引張強度を有し当該流動成形装置を閉成
位置に固定する金属製の繋止用固定具を、前記第1外側電極および前記第2外側電極に取り
付ける段階と、
　前記第1成形型および前記第2成形型を加圧する段階と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極が接地され、前記中間電極が電位を担持し、前
記第1成形型および前記第2成形型の各々と交差する交流電界を確立することで前記成形品
を形成するように、前記第1外側電極および前記第2外側電極と前記中間電極とをエネルギ
源に接続する段階と、
　前記成形品を前記第1成形型および前記第2成形型の前記キャビティから取り外す段階と
を有する、方法。
【請求項１３】
　前記中間電極は少なくとも±3,000ボルトの電位を担持する、請求項１２に記載の方法
。
【請求項１４】
　第1外側電極および第2外側電極を含む複数の電極と、
　成形型の各々が前記電極の内の２つの電極間に配設される如く配置された複数の成形型
であって、該複数の成形型の各々は、成形可能材料を受容する少なくとも一つのキャビテ
ィを画成し、加熱サイクルの間において加圧されるという複数の成形型と、
　前記第1外側電極および前記第2外側電極に取り付けられた金属製の繋止用固定具であっ
て、前記加圧に耐える十分な引張強度を有し当該流動成形装置を閉成位置に固定する金属
製の繋止用固定具と、
　前記加熱サイクルの間において前記成形型の各々と交差する交流電界を確立する如き様
式で前記各電極に対して作用的に接続された電磁エネルギ源とを具備する、
　流動成形装置。
【請求項１５】
　前記各成形型の装填、取り外しのための開成位置と、前記電磁エネルギ源の起動のため
の前記閉成位置との間で移動可能である、請求項１４に記載の流動成形装置。
【請求項１６】
　前記開成位置と前記閉成位置との間における前記流動成形装置の移動を可能とすべく前
記各電極に対して接続された鋏状開閉機構を更に有する、請求項１５に記載の流動成形装
置。
【請求項１７】
　前記第1外側電極および前記第2外側電極は接地され、前記各電極の内の少なくとも一つ
の他の電極は少なくとも±3,000ボルトの電位を担持する、請求項１４に記載の流動成形
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概略的に流動成形の分野に関し、より詳細には、複数個の成形品を製造する複
数層の成形型および電極を含む独特の流動成形装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　当業界においては、形成可能なプラスチック材料からプラスチック部品を成形するため
に誘電加熱を採用する種々の流動成形装置が知られている。これらの装置の全てにおいて
プラスチック材料は、該材料が効率的にコンデンサの誘電体となる如く２つの電極(たと
えば高電圧の頂部電極および接地された底部電極)間に載置される。上記各電極間に生成
された交流電界によれば、迅速に変化する該電界の極性によりプラスチック材料内の極性
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分子は吸引かつ反発される。この分子運動から帰着する摩擦によりプラスチック材料はそ
の質量全体にわたり熱くなることで、プラスチック部品が形成される。
【０００３】
　プラスチック部品を作成する業界において知られているひとつの流動成形装置は、二部
材式成形型を両者間に有する頂部電極および底部電極を備えている。上記成形型は、プラ
スチック材料が載置され得る成形キャビティを画成する。作動時には上記成形キャビティ
に対して交流電界が印加されることで、プラスチック部品が形成される。好適には、上記
プラスチック材料の表面に沿う全ての箇所において電流力線は該プラスチック材料に対し
て直交することにより、該プラスチック材料の全体にわたり均一な温度を提供する。これ
に加えて上記頂部電極および底部電極は、プラスチック材料の均一な加熱を提供するため
に該両電極間の距離が一定である如く、作製されつつあるプラスチック部品の配置形状に
対して実質的に合致している。この形式の流動成形装置の例は、(言及したことによりそ
の開示内容が本明細書中に援用される)米国特許第4,268,238号に開示されている。
【０００４】
　プラスチック部品を作成する業界において知られている別の流動成形装置は、成形型が
両者間に配設された頂部電極および底部電極を備えている。上記成形型は、該成形型と上
記頂部電極との間に載置されたプラスチック材料から不均一なプラスチック部品の成形を
許容すべく不均一な厚みを有している。プラスチック材料の全体にわたり均一な加熱を提
供するために、プラスチック部品の全ての異なる厚み区画にわたり、一定のキャパシタン
スが維持される。これは、好適には添加剤の使用により上記成形型の比誘電率を変更する
ことにより、プラスチック材料と該成形型との間の比誘電率を均等化することで達成され
得る。代替的に、プラスチック部品の異なる厚み区画において頂部電極および底部電極間
の間隔を改変することにより、キャパシタンスが均等化され得る。この形式の流動成形装
置の例は、(言及したことによりその開示内容が本明細書中に援用される)米国特許第4,44
1,876号に開示されている。
【０００５】
　発泡成形プラスチック部品を作成する業界において知られている別の流動成形装置は、
成形型を両者間に有する頂部電極および底部電極を備えている。上記成形型のキャビティ
内にはプラスチック発泡材料が載置されてから、加熱サイクルの間に圧縮され得る。圧縮
されたプラスチック発泡材料は、加熱が終了した後で自身が冷えるにつれて膨張すること
で、上記成形型の形状に合致して発泡成形プラスチック部品を形成し得る。この形式の流
動成形装置の例は、(言及したことによりその開示内容が本明細書中に援用される)米国特
許第4,524,037号に開示されている。
【０００６】
　発泡成形プラスチック部品を作成する業界において知られている更に別の流動成形装置
は、二部材式成形型が両者間に配設された頂部電極および底部電極を備えている。上記成
形型は、当該ダイヤフラムと底部成形型との間にプラスチック発泡材料が載置される如く
ダイヤフラムを支持する。最初に上記ダイヤフラムを偏向させることで上記成形型から実
質的に全ての空気を排出するために、上記ダイヤフラムの上方において上記成形型内には
流体が注入される。次に、加熱サイクルの間において上記流体は上記成形型から抜き取ら
れることで上記成形型内には真空が引き起こされ、上記プラスチック発泡材料の膨張が支
援される。この形式の装置の例は、(言及したことによりその開示内容が本明細書中に援
用される)米国特許第4,851,167号に開示されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述の流動成形装置の全ては、発泡成形プラスチック部品を作製すべく使用または適合
され得る。それを行うために、頂部電極および底部電極間に配設された成形型は、成形キ
ャビティ内に載置されたプラスチック発泡材料が膨張して成形型の形状に合致する様に加
圧される。成形型内の圧力の解除を阻止するために、当該装置を閉成位置に繋止すべく頂
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部電極および底部電極に対しては一個以上のクランプが取付けられる。これらのクランプ
は、(典型的には高電圧を担持している)頂部電極を(典型的には接地される)底部電極に短
絡させない様に絶縁材料で形成される。しかし、利用可能な絶縁材料の引張強度は比較的
に小さいことから、上記成形型内で進展する圧力に耐えるために各クランプのサイズは非
常に大寸とされねばならない。故に、各クランプにより占有される大きな空間により、成
形型の回りにおける作業領域は小さくなる。これに加え、各クランプの引張強度は比較的
に小さいことから、発泡成形プラスチック部品は湾曲し、該部品の不正確なサイズに帰着
し得る。故に当業界においては、成形サイクルの間に当該流動成形装置を閉成位置に繋止
する上で斯かるクランプの使用を要しない流動成形装置に対する要望が在る。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、複数の成形品を製造すべく使用され得る流動成形装置に関する。該装置は概
して、各電極の内の２つの電極の間に成形型の各々が配設される如く配置された複数層の
成形型および電極を含む。成形型の各々と交差する交流電界を確立することで成形品を形
成する如き様式で、各電極に対しては電磁エネルギ源が作用的に接続される。好適には上
記装置の外側電極は両者ともに、成形サイクルの間において当該装置を閉成位置に固定す
べく金属製の繋止用固定具が使用され得る様に、同一電位を担持する。
【０００９】
　好適実施形態において本流動成形装置は、両者間に中間電極が位置された頂部電極およ
び底部電極を含む。頂部電極と中間電極との間には第1成形型が配設され、底部電極と中
間電極との間には第2成形型が配設される。成形型の各々は、成形可能材料を自身内に受
容する複数の成形キャビティを含む。頂部電極および底部電極は接地され、中間電極は(
たとえば±5,000ボルトなどの)高電圧を担持する如く、各電極に対しては電磁エネルギ源
が作用的に接続される。故に、(各成形型の加圧と組み合わされて)成形型の各々と交差す
る交流電界が確立されることで、複数の成形品が形成され得る。
【００１０】
　この実施形態においては頂部電極および底部電極に対して６つの繋止用固定具が取付け
られることで、上記装置を閉成位置に固定する。繋止用固定具の各々は、頂部電極に対し
て固定的に取付けられた上側区画と、底部電極に対して固定的に取付けられた下側区画と
を有する。上記装置が閉成位置へと移動されたときに上側区画および下側区画を相互に係
合する繋止バーも配備される。重要な点として、金属製の繋止用固定具は、成形サイクル
の間において各成形型内に進展する圧力に耐えるに十分な引張強度を有する。
【００１１】
　本発明の流動成形装置は、先行技術との比較において幾つかの利点を有する。先ず、上
記装置の外側電極は夫々が同一電位を担持し得ることから、更に強固な金属製材料で形成
された繋止用固定具が使用され得る。同様に、単一成形型の表面積を複数の階層化成形型
へと分割することにより、上記装置を閉成位置に固定するために必要な力が減少されるこ
とで更に小寸の繋止用固定具が使用され得る。これに加え、複数の成形型を相互に重ねて
階層化することにより、単一の成形サイクルにおいて多数の成形品が製造され得る。当然
乍ら、当業者であれば本発明の他の利点は明らかであろう。
【００１２】
　本発明は、以下における本発明の詳細な説明において、その一部を構成する添付図面を
参照して相当に詳細に記述される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明は、種々の異なる業界において使用される種々の異なる形式の成形品を製造すべ
く使用され得る流動成形装置に関する。概略的に該装置は、当該成形型の各々が当該電極
の内の２つの電極間に配設される如く階層化される複数の成形型および電極を含む。上記
成形型の各々と交差する交流電界を確立するために幾つかの電極は高電圧(たとえば±5,0
00ボルト)を担持し且つ他の電極は接地される如く、各電極に対しては電磁エネルギ源が
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作用的に接続される。上記装置はまた、該装置を閉成位置に固定するために外側電極の各
々に取付けられた一個以上の繋止用固定具も含んでいる。好適には、繋止用固定具が金属
製材料で形成され得る様に、外側電極は夫々同一の電位を担持する(たとえば両者とも接
地される)。成形型が加圧されるなら、繋止用固定具の引張強度は、該成形型内で進展す
る圧力に耐えるに十分とされるべきである。
【００１４】
　作動時において流動成形装置は開成位置へと移動されることで、成形型の各々内へと成
形可能材料が装填され得る。装填の後、上記装置は閉成位置へと移動されると共に、繋止
用固定具により所定位置に繋止される。次に、上記成形型の各々と交差する交流電界を確
立し成形可能材料を加熱するために、電磁エネルギ源が起動される。上記各成形型はまた
、該成形型内における成形可能材料の膨張を引き起こすために加圧もされ得る。加熱の後
で上記装置は、各電極内における通路に冷却剤を通すなどして冷却される。成形サイクル
の終了時に繋止用固定具は解除され且つ上記装置は開成位置へと戻し移動されることで、
成形型の各々から成形品が取り外され得る。
【００１５】
　図１から図５を参照すると、本発明に従い構成された流動成形装置は参照番号10により
概略的に表される。流動成形装置10は概略的に、３個の電極(外側頂部電極12、外側底部
電極14および中間電極16)、２個の成形型(第1成形型18および第2成形型20)、電磁エネル
ギ源22、一対の鋏状開閉機構(scissor mechanism)24aおよび24b、複数個の繋止用固定具2
6a、26b、26c、26d、26eおよび26f、および、一対の繋止バー28aおよび28bを備えている
。次に、これらの構成要素の各々が詳細に記述される。
【００１６】
　図１および図４に示される如く装置10は、中間電極16が両者間に位置された頂部電極12
および底部電極14を含む。この実施形態において、頂部電極12、底部電極14および中間電
極16は各々、任意の導電材料で形成され得る概略的に矩形状のプレートから成る。好適に
は、頂部電極12の頂面に対しては補強構造30が固着され、且つ、底部電極14の底面に対し
ては別の補強構造32が固着される。補強構造30および32は、頂部電極12および底部電極14
が湾曲するのを阻止すべく配備される。上記電極の各々は、(本明細書において以下に相
当に詳細に記述される如く)頂部電極12と中間電極16との間に第1交流電界を、且つ、底部
電極14と中間電極16との間に第2交流電界を生成すべく作用可能な電磁エネルギ源22に対
して接続される。
【００１７】
　図１および図２に最適に示される如く装置10は、頂部電極12と中間電極16との間に配設
された第1成形型18、および、底部電極14と中間電極16との間に配設された第2成形型20も
含んでいる。第1成形型18は、両者間に成形キャビティを協働して画成する頂部成形型半
体18aおよび底部成形型半体18bから成る。同様に第2成形型20は、両者間に成形キャビテ
ィを協働して画成する頂部成形型半体20aおよび底部成形型半体20bから成る。この実施形
態において第1および第2成形型18および20は、各電極の配置形状に合致すべく概略的に矩
形状である。好適には第1および第2成形型18および20は、各成形型に対する加熱時間が実
質的に同一である様に、実質的に同一の厚みおよびキャパシタンスを有する。
【００１８】
　図２を参照すると頂部成形型半体18aは、頂部電極12の底面に対して固定的に取付けら
れた平坦取付けプレート34を備える。取付けプレート34からは、各々がブラダ(bladder)3
8a、38b、38c、38d、38e、38fを支持する６個のポスト36a、36b、36c、36d、36e、36fが
下方に延在する(図２においては各ポスト／ブラダの内の３個ずつのみが視認され得る)。
これらのポストおよびブラダは、(図１から理解され得る如く)３×２行列形態で配置され
る。
【００１９】
　同様に頂部成形型半体20aは、中間電極16の底面に対して固定的に取付けられた平坦取
付けプレート40を備える。取付けプレート40からは、各々がブラダ44a、44b、44c、44d、
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44e、44fを支持する６個のポスト42a、42b、42c、42d、42e、42fが下方に延在する(図２
においては各ポスト／ブラダの内の３個ずつのみが視認され得る)。これらのポストおよ
びブラダもまた、(図１から理解され得る如く)３×２行列形態で配置される。
【００２０】
　当業界において知られている如く、上記ポストの各々は自身の形態を維持する比較的に
堅固な非導電性材料で形成される一方、上記ブラダの各々は加圧時に変位され得る撓曲可
能な非導電性材料で形成される。この実施形態において、上記ポストは強固なシリコーン
・ゴムで形成され、且つ、上記ブラダは(好適には800％の伸び率および低いヒステリシス
を有する)液状シリコーン・ゴムで形成される。当然乍ら、本発明に従い成形型の他の形
態および材料も使用され得る。
【００２１】
　図１を参照すると底部成形型半体18bは、中間電極16の頂面に対して取付けられた案内
バー48および50に対して摺動可能に取付けられた縁部46aおよび46bを有するトレイ46を備
える。トレイ46内には、成形可能材料を受容するための６個のキャビティ52a、52b、52c
、52d、52e、52fが形成される。理解され得る如く、これらのキャビティは(上述の頂部成
形型半体18aのポストおよびブラダと同様に)３×２行列形態で配置される。同様に底部成
形型半体20bは、底部電極14の頂面に対して取付けられた案内バー56および58に対して摺
動可能に取付けられた縁部54aおよび54bを有するトレイ54を備える。トレイ54内には、成
形可能材料を受容するための６個のキャビティ60a、60b、60c、60d、60e、60fが形成され
る。理解され得る如く、これらのキャビティもまた(上述の頂部成形型半体20aのポストお
よびブラダと同様に)３×２行列形態で配置される。この実施形態においてトレイ46およ
び54は各々、強固なシリコーン・ゴムの如き比較的に堅固な非導電性材料で形成される。
当然乍ら、本発明に従い成形型の他の形態および材料も使用され得る。
【００２２】
　この実施形態においてトレイ46および54のキャビティ内に載置される成形可能材料は発
泡成形材料(すなわち、発泡成形材料を形成する一種類以上の発泡剤および／または架橋
剤が混合された成形可能材料)から成る。当然乍ら、本発明に従い多くの異なる種類の成
形可能材料が使用され得ることを理解すべきである。
【００２３】
　図１および図２を参照すると、頂部成形型半体18aのポストおよびブラダは底部成形型
半体18bのキャビティ内へと降下され得ると共に、頂部成形型半体20aのポストおよびブラ
ダは底部成形型半体20bのキャビティ内へと降下され得ることが理解され得る。その故に
、ポスト／ブラダおよびキャビティは協働して、作製されるべき成形品のサイズ、形状お
よび輪郭を規定する。図示例においてポスト／ブラダおよびキャビティは、１２個の靴底
(すなわち成形型あたり６個の靴底)を形成すべく構成される。当然乍ら、成形型は種々の
異なるサイズ、形状および輪郭を有する成形品を形成すべく適合され得ることを理解すべ
きである。
【００２４】
　図１および図４に示された如く電磁エネルギ源22は、頂部電極12および底部電極14が第
1電位を担持し且つ中間電極16は第2電位を担持する如く、各電極に対して作用的に接続さ
れる。この実施形態において、頂部電極12および底部電極14は接地され、且つ、中間電極
16は(たとえば±3,000ボルト～±10,000ボルトにわたり得る)高電圧を担持する。当然乍
ら電磁エネルギ源22は代替的に、頂部電極12および底部電極14は高電圧を担持し且つ中間
電極16は接地される如く接続され得る。
【００２５】
　この様に電磁エネルギ源22を各電極に対し接続することにより、頂部電極12と中間電極
16との間には(故に、成形型18と交差して)第1交流電界が確立され得ると共に、底部電極1
4と中間電極16との間には(故に成形型20と交差して)第2交流電界が確立され得る。上記交
流電界は1MHz～500MHzにわたる周波数で生成され得ると共に、好適には10MHz～100MHzに
わたる周波数で生成され、最も好適には26MHzまたは40MHzのいずれかで生成される。
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【００２６】
　図１から図４を参照すると、(図１に示された如き)開成位置と(図４に示された如き)閉
成位置との間で装置10が移動されるのを可能とする一対の鋏状開閉機構24aおよび24bが配
備される。図３に最適に示される如く鋏状開閉機構24aは、箇所62aおよび62bにては頂部
電極12に対し、箇所62cおよび62dにては中間電極16に対し、且つ、箇所62eおよび62fにて
は底部電極14に対して接続された複数の相互接続式の鋏状開閉アームを備える。箇所62b
、62d、62fは各々が固定ピン接続から成る一方、箇所62a、62c、62eは各々がピン挿入ス
ロット接続から成る。好適には、頂部電極12と中間電極16との間の距離は底部電極14と中
間電極16との間の距離と実質的に同一とされることで、各電極を平行な配置形態に維持す
る。この配置機構に依れば、鋏状開閉機構24aは所望に応じて拡開かつ収縮され得る。(図
中に完全には示されない)鋏状開閉機構24bの構成は鋏状開閉機構24aの単なる鏡像である
ことを理解すべきである。
【００２７】
　再び図１から図４を参照すると、装置10を閉成位置に繋止すべく使用され得る６個の繋
止用固定具26a、26b、26c、26d、26eおよび26fが配備される。繋止用固定具26aに関して
本明細書において以下に詳述される様に、繋止用固定具の各々は、頂部電極12に対して取
付けられた第1上側区画および底部電極14に対して取付けられた第2下側区画を備える。上
記上側区画および下側区画は、装置10が閉成位置へと移動されたときに該区画同士が相互
に合致係合すべく整列されることは理解される。
【００２８】
　図２および図３を参照すると繋止用固定具26aは、(ボルトなどにより)頂部電極12に対
して固定的に取付けられたブラケット66を含む上側区画64を備える。ブラケット66からは
、上側区画64の長さに対する僅かな調節を行うべく旋回され得るコネクタ72により(たと
えば左ネジを備えた)第2螺条形成区画70に対して接続された(たとえば右ネジを備えた)第
1螺条形成区画68を有する長寸体が下方に延在する。第2螺条形成区画70は、Tボルト74に
て終端する螺条なし部分も含む。理解され得る如くTボルト74は、(本明細書中において以
下に記述される)繋止バー28aにより相互係合され得る(“T”の垂直脚部を形成する)小寸
区画76および(“T”の水平脚部を形成する)大寸区画78から成ることで、装置10を閉成位
置に固定する。上側区画64はまた第1直径部分82および第2直径部分84を有する長寸スリー
ブ80も含み、第1直径部分82は第2螺条形成区画70に係合する内側螺条を有することで該ス
リーブ80を固定位置に維持する。
【００２９】
　繋止用固定具26aは、底部電極14に形成された開口内に位置されたスリーブ88を含む下
側区画86も備える。スリーブ88は、(図１に最適に示される如く)底部電極14の底面に対し
て固定的に取付けられたブラケット90に対して接続される。スリーブ88は、スリーブ80の
第2直径部分84の外側直径より僅かに大きい内側直径を有する。その故にスリーブ80の第2
直径部分84は、装置10が(図４に示された)閉成位置へと移動されたときにスリーブ88内に
受容され得る。この様にして下側区画86のスリーブ88は、上側区画64のスリーブ80に対す
る案内部材の役割を果たす。
【００３０】
　繋止用固定具26b、26c、26d、26eおよび26fの構成は本明細書中で上述された繋止用固
定具26aの構成と同一であることを理解すべきである。
【００３１】
　図５ａおよび図５ｂを参照すると、上記繋止用固定具の各々の上側区画および下側区画
を相互係合すべく作用可能な２本の繋止バー28aおよび28bも配備される。理解され得る如
く、繋止バー28aはピン挿入スロット接続94a、94bを介して底部電極14の底面に対して摺
動可能に接続され、且つ、繋止バー28bはピン挿入スロット接続94c、94dを介して底部電
極14の底面に対して摺動可能に接続される。その故に、繋止バー28a、18bは矢印Aの方向
において、(図５ａに示された如き)繋止解除位置から(図５ｂに示された如き)繋止位置へ
と移動され得る。
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【００３２】
　繋止バー28aおよび28bは、繋止用固定具26a、26b、26c、26d、26eおよび26fに対応すべ
く自身内に形成されたスロットを有する。詳細には、繋止バー28aは繋止用固定具26a、26
b、26cのTボルトを夫々受容するスロット96a、96b、96cを有し、且つ、繋止バー28bは繋
止用固定具26d、26e、26fのTボルトを夫々受容するスロット96d、96e、96fを有する。理
解され得る如く上記スロットの各々は、上記Tボルトの大寸区画(たとえば繋止用固定具26
aのTボルト74の大寸区画78)が当該大寸開口を貫通通過し得るが当該小寸開口は貫通通過
し得ない様に寸法設定された大寸開口および小寸開口から成る。その故に、繋止バー28a
および28bが(図５ａに示された如き)繋止解除位置に在るときに、各Tボルトの大寸区画は
夫々のスロットの大寸開口を下方に貫通通過し得る。但し、繋止バー28aおよび28bが(図
５ｂに示された如き)繋止位置へと移動されたとき、各Tボルトの大寸区画は夫々のスロッ
トの小寸開口を上方に貫通通過し得ない。故にこの構成によれば、装置10は(図４に示さ
れた如き)閉成位置に固定され得る。
【００３３】
　次に、図１、図４、図５ａおよび図５ｂを参照して流動成形装置10の動作が記述される
。まず装置10は図１に示された開成位置へと移動されることで、底部成形型半体18bのキ
ャビティ52a、52b、52c、52d、52e、52fおよび底部成形型半体20bのキャビティ60a、60b
、60c、60d、60e、60f内への発泡成形材料の装填が許容される。装填の後で装置10は図４
に示された閉成位置へと移動されることから、繋止用固定具26a、26b、26cのTボルトは繋
止バー28aのスロット96a、96b、96cの大寸開口を下方に貫通通過し、且つ、繋止用固定具
26c、26d、26eのTボルトは繋止バー28bのスロット96c、96d、96eの大寸開口を下方に貫通
通過する。次に繋止用固定具26a、26b、26c、26d、26e、26fの各々のコネクタ72は旋回さ
れることで、(必要に応じて)繋止バー28aおよび28bに関する該繋止用固定具の位置が調節
され得る。次に、繋止バー28aおよび28bは図５ａに示された繋止解除位置から図５ｂに示
された繋止位置へと移動されることで装置10を閉成位置に固定する。
【００３４】
　装置10を繋止した後、頂部電極12と中間電極16との間に(故に、成形型18と交差して)第
1交流電界を、且つ、底部電極14と中間電極16との間に(故に成形型20と交差して)第2交流
電界を確立すべく、電磁エネルギ源22が起動される。電磁エネルギ源22は(典型的には10
秒～5分程度である)所定加熱時間にわたり起動され続けることで、発泡成形材料をその成
形温度に加熱する。当業界において知られている如く成形型18および20はまた、発泡成形
材料が底部成形型半体18bおよび底部成形型半体20bのキャビティ内の所望形状へと膨張す
る様に加圧もされ得る。
【００３５】
　加熱サイクルの終了時に装置10は、任意の適切な冷却技術により(典型的には5分～20分
程度である)所定冷却時間にわたり冷却される。たとえば図４に示された如く、頂部電極1
2、底部電極14および中間電極16内に夫々形成された複数の通路98、100、102に対して冷
却水などの冷却剤が通過され得る。典型的に、成形型18および20は冷却サイクルの間も加
圧されたままである。
【００３６】
　最後に、冷却サイクルの終了時に繋止バー28aおよび28bは図５ｂに示された繋止位置か
ら図５ａに示された繋止解除位置へと移動される。これにより、繋止用固定具26a、26b、
26cのTボルトは繋止バー28aのスロット96a、96b、96cの大寸開口を上方へと貫通通過し得
ると共に、繋止用固定具26c、26d、26eのTボルトは繋止バー28bのスロット96c、96d、96e
の大寸開口を上方へと貫通通過し得る。次に装置10は図１に示された開成位置へと戻り移
動されることで、底部成形型半体18bのキャビティ52a、52b、52c、52d、52e、52fおよび
底部成形型半体20bのキャビティ60a、60b、60c、60d、60e、60fからの成形品の取り外し
が許容される。
【００３７】
　上述の各段階は、回転もしくは円形形態、長寸のコンベア形態、または、業界において
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知られている他の任意で適切な形態で配置された複数の異なるステーションを含む製造領
域において実施され得る。たとえば上記製造領域は、(成形サイクルの開始時に各成形型
のキャビティ内に発泡成形材料を装填し且つ成形サイクルの終了時に各成形型のキャビテ
ィから成形品を取り外す)装填／取り外しステーション、(上記電磁エネルギ源を起動する
ことで発泡成形材料をその成形温度まで加熱する)加熱ステーション、および、(上記各電
極内の通路に冷却剤を通す)複数の冷却ステーションを含み得る。当然乍ら、各ステーシ
ョンの個数および形式は、種々の用途間で変更され得る。
【００３８】
　本明細書中において上記に記述かつ図示された流動成形装置10は本発明に従い構成され
得る装置の一例にすぎないことを理解すべきである。当業者であれば、本発明の有効範囲
内で他の多くの形式の装置形態が可能であることを理解し得よう。たとえば装置10は２個
の成形型18、20および３個の電極12、14、16を含むが、n個の成形型およびn+1個の電極を
有する装置を構成することが可能である(その場合にnに対する最大数は、成形型を装填す
る／取り外すために必要な時間、および、各電極に接続された電磁エネルギ源のサイズの
みにより制限される)。好適には上記装置は、２つの外側電極が同一電位を担持すること
で金属製の繋止用固定具の使用を許容する如く偶数個の成形型を含む。
【００３９】
　本発明の流動成形装置は、先行技術との比較において幾つかの利点を有する。たとえば
、上記装置は外側電極が夫々同一電位を担持する(たとえば両者とも接地される)如く構成
され得ることから、先行技術における様にこれらの電極が相互に短絡したとしても問題で
はない。故に、外側電極に取付けられた繋止用固定具は金属製材料で形成され得る。金属
製の繋止用固定具は絶縁材料で形成された繋止用固定具より相当に強固であることから、
先行技術の大寸クランプよりも小寸かつ単純とされ得ることは理解され得る。
【００４０】
　本発明の流動成形装置の別の利点は、単一個の成形型の表面積が複数個の階層化成形型
へと分割され得ることである。その様にすることにより、上記装置を閉成位置に固定する
ために必要な力は減少されることで、更に小寸の繋止用固定具の使用が許容される。この
概念を例証するために、装置Aは0.762m(30インチ)×0.9144m(36インチ)の大きさの単一成
形型を含み、且つ、成形サイクルの間において該成形型内で生成される最大力は689476 N
/m2(100ポンド／平方インチ)であると仮定する。この場合、装置Aを閉成位置に固定する
ために必要な力は以下の如く計算される：
　F=(0.762m(30インチ))×(0.9144m(36インチ))×(689476 N/m2(100ポンド／平方インチ)
)＝480408 N(108,000ポンド)
【００４１】
　対照的に、装置Bは、(２個の成形型の総表面積が装置Aの単一成形型の総表面積と同一
である様に)各々が0.762m(30インチ)×0.4572m(18インチ)の大きさの２つの階層化成形型
を含み、且つ、成形サイクルの間において該成形型内で生成される最大力は689476 N/m2(
100ポンド／平方インチ)であると仮定する。この場合、装置Bを閉成位置に固定するため
に必要な力は以下の如く計算される：
　F=(0.762m(30インチ))×(0.4572m(18インチ))×(689476 N/m2(100ポンド／平方インチ)
)＝240204 N(54,000ポンド)
【００４２】
　故に、装置Bを閉成位置に固定するために必要な力は、装置Aを閉成位置に固定するため
に必要な力の半分である。故に装置Bは、更に小寸で更に単純な繋止用固定具を含むべく
構成され得る。両方の場合において各電極間の電圧および合計キャパシタンスは同一であ
るという事実の故に、装置Bに対する加熱時間は装置Aに対する加熱時間と同一であること
も銘記すべきである。
【００４３】
　本発明の流動成形装置の更に別の利点は、複数個の成形型が相互に重ねて階層化される
ことで、単一の成形サイクルにおいて多数の成形品が製造され得ることである。この概念
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を例証すべく、装置Cは(６個の成形品を製造すべく使用され得る)0.762m(30インチ)×0.9
144m(36インチ)の大きさの単一成形型を含み、且つ、成形サイクルの間において該成形型
内で生成される最大力は1378952 N/m2(200ポンド／平方インチ)であると仮定する。この
場合、装置Cを閉成位置に固定するために必要な力は以下の如く計算される：
　F=(0.762m(30インチ))×(0.9144m(36インチ))×(1378952 N/m2(200ポンド／平方インチ
))＝960816 N(216,000ポンド)
【００４４】
　対照的に、装置Dは、(各々が６個の成形品を製造するために使用され得るべく)各々が0
.762m(30インチ)×0.9144m(36インチ)の大きさの２つの階層化成形型を含み、且つ、成形
サイクルの間において該成形型内で生成される最大力は1378952 N/m2(200ポンド／平方イ
ンチ)であると仮定する。この場合、該装置を閉成位置に固定するために必要な力は以下
の如く計算される：
　F=(0.762m(30インチ))×(0.9144m(36インチ))×(1378952 N/m2(200ポンド／平方インチ
))＝960816 N(216,000ポンド)
【００４５】
　故に、装置Cを閉成位置に固定するために必要な力は、装置Dを閉成位置に固定するため
に必要な力と同一である。但し装置Dは、装置Cと比較して、単一の成形サイクルにおいて
２倍の成形品を製造すべく使用され得る。当然乍ら、装置Dの２つの成形型に重ねて付加
的な成形型を階層化すると該装置を閉成位置に固定するために必要な力は変わらないが、
更に多数の成形品が製造され得ることを理解すべきである。
【００４６】
　本発明は本明細書中で上記において好適実施形態に関して記述かつ図示されたが、発明
の有効範囲から逸脱せずに該実施形態に対して種々の改変が為され得ることを理解すべき
である。故に、添付の各請求項に限定が包含される場合を除き、本発明は本明細書中で上
記において記述かつ図示された好適実施形態に限定されるものでない。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明に従い構成されると共に成形型の装填および取り外しを許容するために開
成位置で示される流動成形装置の斜視図である。
【図２】成形型が装填された後において開成位置で示される図１の流動成形装置の前面図
である。
【図３】図２の流動成形装置を開成位置と閉成位置との間で移動させ得る鋏状開閉機構を
示す該装置の側面図である。
【図４】図１の流動成形装置が成形サイクルの間における閉成位置で示されるという該装
置の斜視図である。
【図５ａ】繋止バーが繋止解除位置で示されるという図４の流動成形装置の底面図である
。
【図５ｂ】繋止バーが繋止位置で示されるという図４の流動成形装置の底面図である。
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